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１４日は選挙に行こう！ 

                                    

 

た
か
が
一
票
、
さ
れ
ど
一
票 

衆
議
院
が
解
散
し
、
一
二
月
一
四
日(

日)

に
総
選
挙
が
行
わ
れ
ま
す
。
今
ま
で
暮
ら
し

が
ど
う
変
化
し
て
き
た
の
か
、
そ
し
て
、
こ

れ
か
ら
ど
う
い
う
公
約
を
掲
げ
て
政
治
を

行
う
の
か
、
二
年
間
を
デ
ー
タ
ー
と
、
各
党

の
今
後
の
政
策
を
示
し
ま
し
た
。
自
分
の
暮

ら
し
て
い
る
地
域
、
学
校
、
子
ど
も
達
の
生

活
が
ど
う
変
化
し
て
き
て
、
こ
れ
か
ら
ど
の

よ
う
な
方
向
で
進
む
の
か
・
・
。
立
ち
止
ま

っ
て
考
え
、
一
票
を
投
じ
に
行
き
ま
し
ょ
う
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 指標 政権交代前 
（２０１２年１２月２６日以前） 

現状 評価 

雇
用 

完全失業率 ４．１％ 
〔１２年１１月〕 

３．６％ 
〔１４年９月〕 ○ 

有効求人倍率 ０．８２倍 
〔１２年１１月〕 

１．０９倍 
〔１４年９月〕 ○ 

非正規雇用労働者の 
割合 

３５％ 
〔１２年７～９月期〕 

３７％ 
〔１４年９月〕 × 

雇用者数 ５１５６万人 ５２５７万人 ○ 
 そのうち 非正社員 １８２９万人→１９５２万人（１２３万人増） × 

 正社員  ３３２７万人→３３０５万人（２２万人減） × 

賃
金 

民間平均給与 

（現金給与総額） 

２７５，２５０円 
（前年比０．８％減） 

〔１２年１１月〕 

２６６，３２８円 
（前年比０．７％減） 

〔１４年９月〕 
△ 

解散直前の 
夏のボーナス 

前年比１．４％減 
〔１２年夏季賞与〕 

前年比３．６％増 
〔１４年夏季賞与〕 ○ 

解散直前の 
道人事委員会勧告 

４０２，２９０円（削減前） 

３８０，２１９円（削減後） 
〔１２年〕 

３９７，６２９円（削減前） 

３８３，２７９円（削減後） 
〔１４年〕 

△ 

削減後の金額は、削減率の差（４．８％→２．９％）が反映されています。 
北海道最低賃金 ７１９円〔１２年１０月〕 ７４８円〔１４年１０月〕 ○ 

物
価 

消費者物価指数 
２０１０年を１００とし

て。生鮮食品を除く。 

９９．５ 
（前年比０．１％下落） 

〔１２年１１月〕 

１０３．５ 
（前年比３．０％上昇） 

〔１４年９月〕 
△ 

電気料金 
北電が示す「平均的な使
用料の家庭」の１か月分 

６，４５７円 
〔１２年１１月〕 

８，１９８円 
〔１４年１１月〕 × 

レギュラーガソリン 
（北海道平均） 

１４９．２円 
〔１２年１２月〕 

１５９．３円 
〔１４年１１月〕 × 

格
差 

年収２００万円 

以下の人の数 

１０９０万人 
（全体の２３．９％） 

〔１２年分〕 

１１１９万人 
（全体の２４．１％） 

〔１３年分〕 
× 

年収１０００万円 

超の人の数 

１７２万人 
（全体の３．７％） 

〔１２年分〕 

１８５万人 
（全体の３．９％） 

〔１３年分〕 
○ 

預貯金、株式など金融資
産を持たない人の割合 

２６％〔１２年〕 ３１％〔１３年〕 × 

く
ら
し 

生活保護受給者数 ２１４万人〔１２年１１月〕 ２１６万人〔１４年８月〕 × 
保育所待機児童数 
（厚労省の定義に基づく人数） 

２４，８２５人〔１２年〕 ２１，３７１人〔１３年〕 △ 

国民年金支給月額 
（満額支給の場合） 

６５，５４１円 
〔１２年４月〕 

６４，４００円 
〔１４年４月〕 

× 
７０～７４歳の人の 
医療費自己負担 

１割〔１２年４月〕 ２割〔１４年４月〕 × 
６５歳以上の人の 
介護保険料（月額平均） 

４，１６０円 
〔０９～１１年度〕 

４，９７２円 
〔１２年～１４年度〕 × 

教
育 

文部科学省予算 
５兆４１２８億円 
※復興特別会計を除く 
〔１２年当初予算〕 

５兆３６２７億円 
〔１４年当初予算〕 × 

上記予算のうち 
義務教育費国庫負担金 

１兆５５９７億円 
〔１２年当初予算〕 

１兆５３２２億円 
〔１４年当初予算〕 × 

市
場
な
ど 

為替相場 １ドル＝８４円８０銭
〔１２年１２月２５日〕 

１ドル＝１１７円５７銭
〔１４年１１月２１日〕 △ 

日経平均株価 １０，０８０円 
〔１２年１２月２５日〕 

１７，３５７円 
〔１４年１１月２１日〕 ○ 

公共事業費 ４兆５７００億円 
〔１２年当初予算〕 

５兆９６００億円 
〔１４年当初予算〕 △ 

【提供：宗谷教職員組合】 

選挙になるたびに、道教委は「通知」などを発します。法律に

関わることなので、わきまえなければなりません。しかし、こう

した通知が出ると、つい、私たちは、一切の選挙活動が法律

上禁止されているかのように捉えてしまいがちになり、政治や

選挙の話をすることまで禁止のような錯覚に陥りがちです。 

ここでは、「やってはいけません」ではなく、｢できること｣に絞

って掲載します。 

教職員だれでもできること〈その１〉 

「戦争する国」づくりを許さない今度の選挙の意義や、憲法、原発、消費

税、教育などに関する各党の政策などを考える組合としての学習会な

どには、まったく制限がありません。 

教職員だれでもできること〈その２〉 

 政党や候補者が行う演説会の参加やそれへのお誘い「教員の地位利

用」(公選法)、「学校内での無差別のビラ配布」などにあたらない限り制

限がありません。後援会への参加……ＯＫ制限はありません。 

 教特法や人事院規則では、政党への入党の｢勧誘運動｣や特定候補

への投票の「勧誘運動」を制限しています。「勧誘」運動とは「組織的・計

画的、または継続的に勧誘」することを指し、たまたま友人から誘われた

り、誘ったり話したりすることを制限しているのでありません。 

 教職員だれでもできること〈その３〉 

 友人・知人への支持の依頼、たまたま出会った知人に投票を依頼する

ことに制限はありません。「教員の地位利用」や「組織的・計画的、または

継続的｣に「勧誘運動」するのでなければ制限されていません。 

 教職員だれでもできること〈その４〉 

ツイッター・FACEBOOK は 制限なし……インターネットの活用（インターネ

ットの活用が解禁になりました）ホームページを見ること、つくること、フェイ

スブックやツイッターなどのＳＮＳでの発信には、一切制限なし。 

電子メールでの投票依頼は公選法で制限されていますが、ＳＮＳのメッ

セージには制約がありません。（選挙に限ったことではないが、プライバシ

ーの保護等、周囲や自分に被害が生じないための注意は必要） 

（※）失業率は

回復、つまり雇

用者数は増加
しています。 

しかし、その現

実には非正社員

が「増加」、正

社員は「減少」
しています。実際

の社会は厳しい

ままです。 

 

http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http%3A%2F%2Fcebupot.com%2Fimages%2Fcolumn%2F246%2Findex01.jpg&imgrefurl=http%3A%2F%2Fcebupot.com%2Fcolumn%2F246&h=276&w=261&tbnid=7WUffgDICH37rM%3A&zoom=1&docid=pjcpFUFs9Jo71M&hl=ja&ei=GxWFVNOYJI-l8AXyjICADA&tbm=isch&ved=0CEMQMygVMBU&iact=rc&uact=3&dur=1783&page=1&start=0&ndsp=22


２０１４年１２月８日【選挙特集】          ひ や ま          第１２号 

                                    

                                    

                                    

                                    

                                 

 教育政策 経済・財政 
ＴＰＰ 

原発・エネ

ルギー 
憲法改正 集団的自衛権 

主な政策 教職員定数 教育の無償化 主な政策 消費税 

自
民
党 

◆保育所・放課後クラブの待機児童解消、
保育等の改善◆小学校英語教育、高校の日
本史必修、特別の教科「道徳」、新科目「公
共」◆土曜授業の充実・推進◆ＩＣＴ環境
の整備◆多用な教育機会（小中一貫、早期卒
業制度、フリースクール等）の確保・支援 

記載なし 

→「教育と地域のス

タッフが一体とな

って進める「チーム

学校」づくり推進」

がそれに当たる 

幼児教育の無償化 

 

◆雇用や賃金の
増加を促し、全
国各地へ波及 

◆法人税率を
20％まで引き下
げ 

２０１７年４
月に消費
率１０％ 

自民党、国会の
決議を踏まえ、
国益にかなう
最善の道を追
求 

原子力は安全
の確保を大前
提にベースロ
ード電源と位
置付ける 

憲法改正原案を
国会に提出 

憲法改正のため
の国民投票実施 

 

 

７月１日の閣
議決定をもと
に法整備を進
める 

民
主
党 

◆コミュニティスクールの導入◆ＩＣＴ
などネットワーク基盤環境整備の推進◆
いじめ防止対策推進法の厳格な運用、「体
罰等防止法」の制定◆子どもの虐待防止の
ための支援検討◆「児童通学安全確保法」
の制定 

３５人学級を堅
持・拡充 

◆幼児教育の負担軽
減◆所得制限のない
高校無償化◆大学教
育など高等教育にお
ける授業料減免や奨
学金の拡充 

◆「厚く、豊か
な中間層」の復
活◆雇用をつく
り、所得を増や
し、暮らしを安
定させる 

消費税引
き上げは
延期 

国益を確保す
るために、脱退
を辞さない厳
しい姿勢で臨
む 

 

２０３０年代原
発ゼロに向け
政策資源を投
入 

再生資源エネ
ルギーを最大
限導入 

国民主権、基本
的人権、平和主
義を守る 

憲法解釈変更、
改正手続き要件
緩和には反対 

閣議決定の撤
回を求める 

維
新
の
党 

◆教育予算の対ＧＤＰ比を他の先進国並
みに引き上げ◆公設民営学校の設置等、多
様な教育のあり方模索◆教育バウチャー
の支給、教育委員会制度廃止、住民から選
ばれた首長が教育目標を設定◆「デュアル
システム」によるキャリア教育の推進 

記載なし 記載なし ◆国会議員歳費
を３割カット、
公務員給与を削
減◆国、地方公
務員人件費２割
削減の実現 

景気が悪
くても消
費税１０％
に引き上
げる 
 

積極的に関与。
地域の新しい
ルール作りを
リード 

既設原発はフ
ェードアウ
ト。原発依存
からの脱却。 

道州制、首長公
選制を明記。憲
法９６条改正で
国民的議論を喚
起 

現行憲法下で
可能な「自衛
権」の在り方
を具体化し法
整備 

公
明
党 

◆いじめの未然防止、早期発見の体制整
備、いじめ防止教育の推進◆スクールカウ
ンセラーやスクールソーシャルワーカー
の配置拡充◆特別支援教育の充実◆学校
施設耐震化１００％実現 

◆少人数学級や
少人数教育の一
層の定着化 

◆教職員定数の
計画的な改善 

◆幼児教育の無償化
（まず５歳児の無償
化）◆所得連動返還
型奨学金制度の導入 

◆緊急経済政策
を講じ、中低所
得世帯への家計
支援を行う 

２０１７年４
月、消費税
率１０％ 

守るべきもの
は守り、勝ち取
るべきものは
勝ち取るとの
強い姿勢で臨
む 

原発新設を認
めず、原発に
依存しない社
会をめざす 

原発４０年運転
制限制を適用 

加憲。新たに必
要とされる理
念、条文を加え
る。環境権、新
しい人権など。 

７月１日の閣議
決定を的確に
反映した内容
になるよう政
府・与党で調
整、法整備を
図る。 

次
世
代
の
党 

◆知力と科学技術の革新力をもたせるた
めの教育◆愛国心を育む教育◆子どもの
能力・特性に合わせた教育環境の整備◆バ
ウチャー制の導入、親の経済格差によらず
子どもの教育を受ける権利を保障◆社会
における公正と秩序を維持するための規
範・道徳教育 

記載なし 記載なし ◆アベノミクス
を是として軌道
修正。財政の「見
える化」のしく
みを整える◆社
会保障改革の組
み立て 

現時点で
の増税に
は反対 

記載なし 
→「農業を国際

競争力のある
魅力的な成長
産業に」が該当 

新エネルギー
開発による脱
原発依存、 

国民の手による
新しい憲法の制
定 

自衛権及び自衛
隊に関する規定
の新設 

集団的自衛権
に関する憲法
解釈の適正化
と法整備 

共
産
党 

◆いじめも体罰もない学校を◆学力形成
に有害な全国学力テストを廃止◆市民道
徳の教育◆不登校の子どもの学びと自立
を支援◆教職員の「超多忙化」「非正規化」
の解決◆学校の一方的統廃合に反対◆特
別支援教育・障害児教育を拡充◆学校耐震
化、防災拠点としての整備 

少人数学級推進 

 

◆国際人権規約を生
かした学費無償化◆
無利子、返済不要の
奨学金制度◆奨学金
返済不能時のセーフ
ティネット創設◆義
務教育段階の家計負
担の解消 

◆富裕層や大企
業への優遇を改
める税制改革◆
国民の所得を増
やす経済改革◆
社会保障の連続
削減ストップ 

１０％への
増税は中
止 

ＴＰＰ交渉か
らは撤退 

 

即時原発ゼロ 

原発再稼働、
原発輸出に反
対 

憲法前文を含む
全条項を守る 

閣議決定を撤
回させる。特
定秘密保護法
廃止法案を提
出 

生
活
の
党 

記載なし 記載なし ◆子育て応援券◆高
校無償化◆給付型奨
学金の創設 

◆雇用の適正化
と賃金引上げ◆
非正規労働者の
正規化◆生活者
本位の政策へ 

増税は凍
結 

反対。 

交渉に参加せ
ず各国とのＦ
ＴＡを推進 

再稼働、新増
設は認めない 

憲法の平和主
義、国際協調の
理念に基づく 

集団的自衛権
行使容認には
憲法９条に則
り反対 

社
民
党 

◆「子どもの権利基本法」を制定◆児童相
談所の職員配置強化◆教員予算のＧＤＰ
５％水準を実現◆保育所・認定こども園・
幼稚園の質の向上◆いじめを許さない「ゆ
とりある学校」の実現 

◆３０人以下学級
の早期実現◆教
員定数の拡充 

給付型奨学金の創設 ◆拡大した格差
の是正◆社会保
障の充実 

再増税の
撤回。５％
へ引き下
げ 

反対 原発再稼働は
一切認めな
い。脱原発社
会の実現 

平和憲法を変え
させない 

閣議決定の撤
回。秘密保護
法撤回 

新
党
改
革 

脱ゆとり、「詰め込み教育」を行い、優秀
な子どもを取り戻す 

記載なし 幼稚園、保育園の増
設、無償化 

アベノミクスの
補完として家庭
への支援 

増税すべ
きタイミ
ングでは
ない 

記載なし 原発は不要 新たな時代にふ
さわしい憲法改
正の国民的議論
を 

安全保障法制
が必要 

【各党のマニフェスト、２０１４年１２月１日の北海道新聞・朝日新聞をもとに宗谷教職員組合が作成、提供】 

 

 檜山教職員組合は、教職員が自覚的に学び合い、思想信条の自由

を大切にしながら、投票することを広く呼びかけます。 

※党派は公示前勢力順（道新による）  

12月 14日（日）衆議院選挙 


